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１．儀明川流域及び河川の概要 

①流域の概要 

  儀
ぎ

明川
みょうがわ

は、その源を新潟県上越市
じょうえつし

大字儀明に発し、途中、沢山川
さわやまがわ

、青田川
あ お た が わ

を合流しながら関川
せきかわ

に

流入する流域面積 15.5km2、流路延長 9.68km の一級河川である。 

上越市は全国でも有数の豪雪地域であり、60 豪雪（昭和 59 年度）では、最大積雪深 298cm、死者

6 人、重軽傷者 27 人、建物被害 224 戸の被害が発生している。近年においても平成 18 年、平成 23

年に豪雪が発生し、交通障害や除雪費の増大等の問題を生じている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1 儀明川流域図 

写真 1.1 儀明川流域写真 

写真 1.2 高田地区の豪雪状況 

② 儀明川橋付近① 見返
みかえり

橋付近 

② 
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儀明川ダム 

（関川合流点より約 5km） 
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（治水・利水基準点） 
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②過去の主な渇水 

  儀明川は、上越市の耕地等に対する水源として利用されているが、昭和 53 年、57 年、平成 6 年

等夏期において、水道用水、かんがい用水を含めた広域的な渇水となり、水道の給水制限や、農作

物の作付けの遅れ等、深刻な水不足に見舞われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③治水事業の沿革 

儀明川では、昭和 40 年等の洪水被害を受け、被災前を含めて昭和 36 年～昭和 46 年までに信越線

鉄橋下流の一部区間の局部改良を実施、信越線上流部についても急速な都市化に対応し、昭和 49

年より局部改良を実施し蛇行修正、河積拡大を行っている。その後、昭和 55 年度～平成 15 年度に

小規模河川改修事業を実施し、市街地部の流下能力見合いでの改修を概成している。 

 

表 1.1 治水事業の沿革 

年度 事業名 事業内容等 

昭和 36～46 年 局部改良事業 施工延長：L=1.3km 

昭和 49～54 年 局部改良事業 施工延長：L=1.2km 

昭和 55～平成 15 年 小規模河川改修事業 施工延長：L=4.5km 

 

 

④関川圏域河川整備計画（策定中） 

  【計画対象期間（素案）】 

   計画策定から概ね 30 年間とする。 

 

  【河川整備計画の目標（素案）】 

   河川整備の当面の目標としては、流域の規模、重要度、既往洪水対応を踏まえ、確率 1/30 の洪

水に対応することを目標とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持に関する目標（素案）】 

  儀明川においてはダム完成後、10 年に 1 回程度発生する渇水時において、流水の正常な機能の

維持を図るため、JR 信越線鉄橋地点において流水の占用状況、動植物の保護、漁業、流水の清潔

の保持などを考慮して流量を確保する。 

 

表 1.2 代表地点の正常流量(m3/s) 

代表地点 

代かき期 普通かんがい期 非かんがい期(1) 
非かんがい期(2) 

[克雪期] 

5/6～5/14 5/15～9/15 
9/16～11/30 

4/1～5/5 
12/1～3/31 

JR 信越線鉄橋地点 0.096 0.085 0.078 1.178 

 

図 1.2 平成 6 年渇水記事 

(新潟日報 6/4) 

図 1.3 計画高水流量配分図(1/30) 

図 1.4 現況流下能力図 

 
 
 

【新聞記事】 
平成６年渇水 

被害状況 
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２．儀明川ダム事業の点検の結果 

 ①事業費 

  総事業費は、検証に際し水道事業者より撤退の申し出があったことから、水道分を除いた事業費

を算出し、238 億円とした。点検では、平成 22 年度以降の残事業費について物価変動を考慮し、新

潟県施工で直近に完成した同形式のダムの実績を用いて確認した結果、大きな差は無いことから妥

当な事業費であると判断した。なお、以後の検討では、残事業費 165.7 億円を用いた。 

 

表 2.1 ダム事業費の点検 

 

項目・細目・工種 
①総事業費 

(H22 時点物価） 

②H21 迄の 

支出済額 

③H22 以降 

残事業費 

(H22 時点物価） 

④広神ダム 

事業費で確認 

工事費 232.6 70.0 162.6 168.9
本工事費 156.8 20.5 136.3 140.3

ダム費 134.2 6.8 127.4 130.8
管理設備費 6.4 0.1 6.3 6.6
仮設備費 16.2 13.6 2.6 2.9

測量及び試験費 30.5 19.8 10.7 12.7
用地及び補償費 44.0 29.5 14.5 (14.5)
補償費 11.7 11.3 0.4 (0.4)
補償工事費 32.3 18.2 14.1 (14.1)
機械器具費 0.2 0.0 0.2 0.3
営繕費 1.1 0.2 0.9 1.1
事務費 5.4 2.3 3.1 (3.1)

事業費 238.0 72.3 165.7 172.0

注.（ ）内の費用：広神ダムとの現場・地域条件等が異なるため同額とした。 

 

 

 ②計画雨量 

儀明川の計画雨量（1/30）は昭和 25 年～平成 8 年の降雨データを確率処理して 215mm/48 時間と

している。 

点検では近年迄の降雨データ（平成 9 年～平成 18 年）を加えて点検した結果、216mm/48 時間と

同程度であり、変更の必要が無いことを確認した。 

 

 
データ期間 計画雨量(48 時間雨量)

(1/30) 

現行計画雨量 S25～H8 215mm 

点検計画雨量 S25～H18 216mm 

 

 

単位：億円 
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３ .目 的別 の対 策案 の立 案の 考え 方と それ ぞれ の対 策案 の概 要  

 ① 治水 対策 案  

 ① -1 抽出 した 治水 対策 案の 概要  

案  
① ダ ム ＋ 河 道 改 修 案 （ 築 堤 ）  

（ 現 行 案 ）  

② ダ ム （ 沢 山 川 導 水 路 な し ）  

＋ 河 道 改 修 案 （ 掘 削 、 築 堤 ）  
③ 河 道 改 修 案 （ 掘 削 、 築 堤 ）  

④ 遊 水 地 ＋ 河 道 改 修 案  

（ 掘 削 、 築 堤 ）  
⑤ 放 水 路 ＋ 河 道 改 修 案 （ 築 堤 ）  

概要  

・ 儀 明 川 上 流 に ダ ム を 建 設 す る 。 
・沢 山 川 と ダ ム を 結 ぶ 導 水 路 を 建

設 し 沢 山 川 の 洪 水 調 節 も 併 せ
て 行 う 。  

・現 況 護 岸 高 が HWL 以 下 で あ る 箇
所 に 築 堤（ パ ラ ペ ッ ト ）を 整 備 。 

・ 儀 明 川 上 流 に ダ ム を 建 設 し 、 洪
水 時 に ゲ ー ト 操 作 し 、 流 出 量 を
全 量 カ ッ ト 。  

・下 流 の 区 間 は 、河 道 改 修（ 掘 削 ）
・ 現 況 護 岸 高 が HWL 以 下 で あ る 箇

所 に 築 堤（ パ ラ ペ ッ ト ）を 整 備 。

・現 況 護 岸 高 が HWL 以 下 で あ る 箇 所
に 築 堤 （ パ ラ ペ ッ ト ） を 整 備 。  

・ 河 道 改 修 （ 掘 削 ）。  

・ 遊 水 地 を 建 設 す る 。  
・ 遊 水 地 よ り 下 流 側 の 区 間 に つ い て

は 遊 水 地 で 調 節 後 の 流 量 を 河 道 改
修（ 掘 削 ）よ り 安 全 に 流 下 さ せ る 。 

・ 現 況 護 岸 高 が HWL 以 下 で あ る 箇 所
に 築 堤 （ パ ラ ペ ッ ト ） を 整 備 。  

・ 放 水 路 を 建 設 す る 。
・ 放 流 先 の 青 田 川 放 水 路 の 河 道 改 修

（ 掘 削 ） を 行 う 。  
・現 況 護 岸 高 が HWL 以 下 で あ る 箇 所 に

築 堤 （ パ ラ ペ ッ ト ） を 整 備 。  

流量  

配分  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整
備

イ
メ

ー

ジ 

【 ダ ム 】  
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【 河 道 改 修 】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 遊 水 地 】  

 

 

 

 

 

 

 

【 河 道 改 修 】  

 

 

 

 

 

 

 

【 放 水 路 】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 河 道 改 修 】  

 

 

 

 

 

完

成

ま
で

に

要

す

る

費
用 

・ ダ ム       ： 1 5 3 億 円  

（ ダ ム 残 事 業 費 16 5 . 7 億 円 × 治 水

92. 5％ =1 5 3）  

・ 河 道 改 修     ：   1 億 円  

【 河 道 改 修 費 内 訳 】（ 単 位 ： 億 円 ）  

項 目  
河 道 改  

数  金 額  

パ ラ ペ ッ ト  1, 2 0 0 m  0 . 6  
ブ ロ ッ ク 積  1, 2 0 0 m 2  0 . 5  
護 岸 撤 去  1, 2 0 0 m 2  0 . 0 9  
測 量 試 験 費  1 式  0 . 0 6  
そ の 他 事 務 費  1 式  0 . 0 5  
合 計   1 . 3  

 

・ ダ ム (導 水 路 な し ）： 10 7 億 円 （ ダ ム 残

事 業 費 117 . 7 億 円 ×治 水 90. 7％ =1 0 7）  

・ 河 道 改 修     ：  8 5 億 円  

【 河 道 改 修 費 内 訳 】（ 単 位 ： 億 円 ）  

項 目  
河 道 改 修  

数 量  金 額  

掘 削  38 , 0 0 0 m 3  2 . 5  
鋼 矢 板  8, 1 0 0 m  3 6 . 4  
パ ラ ペ ッ ト  1, 2 0 0 m  0 . 6  
ブ ロ ッ ク 積  27 , 0 0 0 m 3  1 0 . 6  
護 岸 撤 去  27 , 0 0 0 m 3  2 . 1  
道 路 橋  4 橋  1 1 . 7  
頭 首 工  1 基  1 2 . 5  
借 地  1, 4 0 0 m 2  0 . 2  
物 件 補 償  80 m 2  0 . 1  
測 量 試 験 費  1 式  7 . 7  
そ の 他 事 務 費  1 式  0 . 9  
合 計   8 5 . 3  

 

・ 河 道 改 修      ： 29 2 億 円  

【 河 道 改 修 費 内 訳 】（ 単 位 ： 億 円 ）  

 

項 目  
河 道 改 修  

数 量  金 額  

掘 削  84 , 0 0 0 m 3 5 . 6  
鋼 管 矢 板  8, 1 0 0 m  9 4 . 8  
パ ラ ペ ッ ト  1, 2 0 0 m  0 . 6  
ブ ロ ッ ク 積  27 , 0 0 0 m 3 1 0 . 6  
護 岸 撤 去  27 , 0 0 0 m 3 2 . 1  
道 路 橋  22 橋  6 4 . 6  
鉄 道 橋  1 橋  6 . 3  
頭 首 工  1 基  1 2 . 5  
借 地  22 , 0 0 0 m 2 3 1 . 4  
物 件 補 償  20 , 0 0 0 m 2 3 5 . 3  
測 量 試 験 費  1 式  2 6 . 4  
そ の 他 事 務 費  1 式  2 . 0  
合 計   2 9 2 . 2  

 

・ 遊 水 地       ： 1 9 6 億 円  

・ 河 道 改 修      ：  6 7 億 円  

【 遊 水 地 ＋ 河 道 改 修 費 内 訳 】（ 単 位 ： 億 円 ） 

項  数 量  金 額  

遊

水

地

築

造

土 工  4 2 2 , 0 0 0 m 3  3 8 . 4  

遮 水 工  1 , 9 7 0 m  4 . 7  

越 流 堤 ・ 放 流 施 設  1 式  7 . 1  

道 路 橋  2 橋  2 5 . 1  

新 幹 線 橋 基 礎 対 策  8 基  8 6 . 2  

そ の 他 施 設  1 式  1 . 6  

用 地 買 収  1 3 0 , 0 0 0 m 2  1 3 . 6 5  

物 件 補 償  2 0 3 m 2  0 . 3 5  

測 量 試 験 費  1 式  1 7 . 7  

そ の 他 事 務 費  1 式  1 . 2  

合 計   1 9 6 . 0  

河

道

改

修

掘 削  2 2 , 0 0 0 m 3  1 . 4  

鋼 矢 板  8 , 1 0 0 m  3 6 . 3  

パ ラ ペ ッ ト  1 , 2 0 0  0 . 6  

ブ ロ ッ ク 積  2 7 , 0 0 0 m 3  1 0 . 6  

護 岸 撤  2 7 , 0 0 0 m 3  2 . 1  

道 路 橋  3 橋  8 8  

借 地  1 , 4 0 0 m 2  0 . 1  

測 量 試 験 費  1 式  6 . 0  

そ の 他 事 務 費  1 式  0 . 6  

合 計   6 6 . 5  

・ 放 水 路       ： 2 1 7 億 円  

・ 河 道 改 修      ：   1 億 円  

【 放 水 路 ＋ 河 道 改 修 費 内 訳 】（ 単 位 ： 億 円 ）  

項 目  数 量  金 額  

放

水

路

築

造  

放 水 路 工  1 式  1 4 7 . 8

付 帯 工 事 費  1 式  1 1 . 8  

（ 放 水 路 管 理 設 備 ）  
（ 管 理 事 務 所 ）  

1 式  
1 式  

1 0 . 9  
0 . 9  

用 地 買 収  8 0 0 m 2  0 . 1  

測 量 試 験 費  1 式  1 9 . 5  

青 田 川 放 水 路 改 修 工  1 式  3 5 . 8  

（ 掘 削 ）  
（ ブ ロ ッ ク 積 ）  
（ 護 岸 補 修 ）  

2 0 6 , 0 0 0 m 3

4 4 , 4 0 0 m 2

4 4 , 4 0 0 m 2

1 3 . 8  
1 7 . 2  
4 . 8  

そ の 他 事 務 費  1 式  1 . 5 9  

合 計   2 1 6 . 6

河

道

改

修  

パ ラ ペ ッ ト  1 , 2 0 0 m  0 . 6  

ブ ロ ッ ク 積  1 , 2 0 0 m 2  0 . 5  

護 岸 撤 去  1 , 2 0 0 m 2  0 . 0 9  

測 量 試 験 費  1 式  0 . 1  

そ の 他 事 務 費  1 式  0 . 0 1  
合 計   1 . 3  

 

 

合計  約 155 億円  合計  約 195 億円  合計  約 295 億円  合計  約 265 億円  合計  約 220 億円  

（合 計額 は 5 億円 単位 で丸 め）  
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 改 修概 要図  

案  
①ダ ム＋ 河道 改修 案（ 築堤 ）  

（現 行案 ）  

②ダ ム（ 沢山 川導 水路 なし ）  

＋河 道改 修案 （掘 削、 築堤 ）  
③河 道改 修案 （掘 削、 築堤 ）  

④遊 水地 ＋河 道改 修案  

（掘 削、 築堤 ）  
⑤放 水路 ＋河 道改 修案 （築 堤）
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①-2 目的別の総合評価（治水対策）【凡例 ［□：課題なし、対策不要   ：課題があり、対策（対応）が必要  ■：課題があり、対策（対応）が困難］、［○：現行案より有利  △:現行案と同程度  ×：現行案より不利］】 

評価軸 評価の考え方 
①ダム＋河道改修案（築堤） 

（現行案） 

②ダム（沢山川導水路なし） 

＋河道改修案（掘削、築堤） 
③河道改修案（掘削、築堤） ④遊水地＋河道改修案（掘削、築堤） ⑤放水路＋河道改修案（築堤） 

①安全度 

安全度の確保 □計画規模で生じる洪水被害が解消。 □同左 □同左 □同左 □同左 

超過洪水発生時の状況 
■ダムは 1/100 規模の洪水に対して設計されている
ことから対応は可能であるが、河道においては溢水
被害が発生する。 

■同左 ■計画規模を上回る出水に対し、河道で溢水被害が発
生する。 

■遊水地は満杯となり、流量軽減効果を発揮できないた
め、河道において溢水被害が発生する。 

■放水路はその機能を発揮できないため、河道におい
て溢水被害が発生する。 

段階的安全度確保の状
況 

■段階的な安全度確保は図れない。 
■同左 □段階的な治水安全度の向上が図れる。 

■段階的な安全度確保は図れない。 ■段階的な安全度確保は図れない。 

治水効果の及ぶ範囲 
□ダム完成後にその洪水調節効果がダム下流の全
川に及ぶ。 

□同左 □掘削が完了した下流部から水位低減効果が発揮され
る。 

□遊水地完成後に治水効果は下流の全川に及ぶ。 □放水路完成後に治水効果は下流の全川に及ぶ。 

評価軸毎の評価 ― 
ダムが完成するまで効果を発揮しないことは現行案と
同じ。 

対策の進捗に伴って、段階的に効果を発揮するが、
治水安全度等は現行案と同じ。 

遊水地が完成するまで効果を発揮しないことは現行案
と同じ。 

放水路が完成するまで効果を発揮しないことは現行
案と同じ。 

②コスト 

完成までに要する費用 155 195 295 265 220 

維持管理費 25 25 2 9 15 

ダム中止に伴う費用 該当なし － 該当なし －
現場の回復（地質調査坑の閉塞等）、施工途
中の生活再建工事（付替道路の完成） 

3 
現場の回復（地質調査坑の閉塞等）、施工途
中の生活再建工事（付替道路の完成） 

3 
現場の回復（地質調査坑の閉塞等）、施工
途中の生活再建工事（付替道路の完成） 

3 

合計 約 180 億円 約 220 億円 約 300 億円 約 280 億円 約 240 億円 

評価軸毎の評価 ― 現行案に比べ高価である。 
現行案に比べ非常に高価であり、比較案の中で最も
経済性に劣る。 

現行案に比べ非常に高価である。 現行案に比べ高価である。 

③実現性 

土地所有者の協力見通
し 

99％の買収が終了 □全ての買収が終了している。 
橋梁架け替えにおいて、範囲は比較的限られてい

る。 

■橋梁架け替えにおいて、影響が市街地の広範囲に及
ぶため、困難が予想される。 

■上流予定地は優良農地である上、当ダムを含む大規模
事業への用地協力経緯から、困難が予想される。 

地上への影響を極力避けるが、予定ルート上の土
地所有者から了解を得る必要はある。 

関係者との調整見通し 
□調整が必要となる河川占用施設の改築は生じない 橋梁の架け替えや堰の改築が発生するため、調整が

必要であるが対象施設は少ない。 
橋梁の架け替えや堰の改築が発生するため、調整が

必要であり、対象となる施設も多い。 
橋梁の架け替えや堰の改築が必要となるため、調整が

必要であるが対象施設は少ない。 
河川管理者である国土交通省との協議が必要。 

法制度上の実現性 □法制度上の問題はない。 □同左 □同左 遊水地の下流予定地は都市計画変更が必要。 □法制度上の問題はない。 

技術上の実現性 □現在の技術水準で施工可能。 □同左 □同左 □同左 □同左 

評価軸毎の評価 ― 
河道掘削に伴う橋梁架替において沿川住民から協力
を得る必要や、取水施設や道路管理者等との調整は
必要だが、範囲は比較的限られている。 

河道掘削に伴う橋梁架替の影響が市街地の広範囲
に及ぶため、関係者の協力・理解を得ることが非常に
難しい。 

遊水地の用地取得や周辺施設の対策等に困難が予想
される。橋梁架替や堰の改築においても各管理者との
調整が必要。 

地下放水路上の土地所有者への説明、区分地上権
の設定登記、補償関係の調査等への新たな着手が
必要。 

④持続性 
将来への持続可能性 維持管理を実施することにより、持続は可能。 同左。 維持管理を実施することにより、持続は可能。 維持管理を実施することにより、持続は可能。 維持管理を実施することにより、持続は可能。 

評価軸毎の評価 ― 適切な維持管理により持続は可能。 同左 同左 同左 

⑤柔軟性 
気候変化への柔軟性 

気候変化に伴う洪水流量の増大、あるいは渇水
頻度の増大に対し、利水容量と治水容量の間で容量
振り替え等の運用見直しが可能。 

同左 ■計画流量増に対し更なる河床掘削を行うことで対応可
能であるが、再度、河川占用施設改築に関する検討が
必要。 

遊水地の掘削により柔軟に対応可能であるが、これ以
上掘削を行うとポンプ排水が必要。 

■計画流量が増加した場合は、新たな放水路を埋設す
る必要があるため、困難が予想される。 

評価軸毎の評価 ― 
現行案と同様に利水容量の間で容量振り替え等の見
直しが可能。 

計画流量増に対しては、更なる河床掘削で対応でき
るが、多額の改築費用が見込まれる。 

計画流量増に対して、更なる掘削で対応できるが、自
然排水ができなくなり、ポンプ排水が必要となる。 

計画流量増に対しては、新たな放水路を埋設するこ
とでしか対応できない。 

⑥地域社会への

影響 

事業地・周辺への影響 
□河道改修に伴う家屋移転も発生しないことから影
響は小さい。 

橋梁の架け替えが必要となり、沿川住民から用地に
関する協力が必要。 

■橋梁架け替えの影響が市街地の広範囲に及ぶため、
困難が予想される。 

遊水地築造に伴う道路と鉄道高架への影響があり、大
規模な対策が必要。 

予定ルート上の既存埋設物等の調査を行い、影響
の有無を確認する。 

地域振興に対する効果 
□観光拠点の一つとして、地域振興が期待される。 □同左 ■掘り込みの深い河川形状を呈するため、残された水

辺空間としては、親水性、景観面で問題がある。 
■治水対策による地域振興の効果は特にない。 ■同左 

地域間の利害への配慮 
□ダム地点、被害軽減地域は同じ高田地区内に位
置することから、利害関係に関する問題は生じない。

□同左 □対策実施区域と受益地は近接し、利害区域は一致し
ている。 

□遊水地地点、被害軽減地域は同じ高田地区内に位置
することから、利害関係に関する問題は生じない。 

□放水路地点、被害軽減地域は同じ高田地区内に位
置することから、利害関係に関する問題は生じない。 

評価軸毎の評価 ― 
用地買収による家屋移転は発生せず、新たな水辺空
間を形成することで観光等による地域振興への効果
が期待できる。 

事業地・周辺への社会的影響が非常に大きい。河道
掘削を行うことで、親水性・景観を損ねるため、地域振
興への効果は期待できない。 

遊水地築造における道路及び鉄道高架への影響があ
り、大規模な対策が必要。 

地下施設の予定ルート上において地下水使用施設
を含む既存埋設物等の調査が必要。 

⑦環境への影響 

水環境への影響 

流量変化が小さくなるが、現段階ではその影響を
定量的に評価できない。 

濁水長期化が想定されるが、濁水防止フェンスの
設置等により対応可能。 

同左 
 

同左 

□水質・水量の変化は特に生じない。 □同左 □同左 

自然環境への影響 

計画地とその周辺で動植物は部分的に減少する
が、影響は小さい。 

生態系への影響が懸念されるため、必要により調
査を行い対応を検討する。 

同左 
 

同左 

□現況河床の勾配・形状を大きく変えないことから、環境
への影響も小さいと考えられる。 

水田を生息場としている動植物の生息環境を損なう恐
れがあることから、事前調査や対策が必要となる。 

□河道改修は流下能力不足区間の築堤のみ行うた
め、影響は小さいと考えられる。 

土砂流動の変化と影響 
河床変動に対する影響が懸念されるため、経年

の河床変動傾向を把握して行く必要がある。 
同左 洪水時の水深が大きくなるため、土砂掃流力が増大

する恐れがあるため、この対策が必要となる。 
□河川を横断方向に遮る施設ではないため、土砂流動に
与える影響は小さい。 

□河川を横断方向に遮る施設ではないため、土砂流動
に与える影響は小さい。 

景観、野外活動への影
響 

□ダム築造により形成される湖面を活かした利用が
期待される。 

湖面を活かした利用が期待されるが、下流河道の掘
削により、親水性、景観面で問題がある。 

■深い河川形状を呈するため、水辺空間としては、親水
性、景観面で問題がある。 

■現況の田園風景が消失することによる景観面での影響
がある。 

□高田旧市街地の優れた景観を保全することが出来
る。 

評価軸毎の評価 ― 
水環境、生物生息環境、土砂流動の変化への影響が
懸念されるため、必要により調査を行う対応を検討す
る必要がある。 

河川の水環境及び生物への影響は殆ど無いが、土砂
流動への配慮が必要。大規模河床掘削による景観、
野外活動への影響が大きい。 

河川の水環境への影響は殆ど無いが、緒遊水地築造
に伴う自然環境、景観面での影響が大きく対策が必
要。 

河川の水環境及び生物への影響は殆ど無く、土砂
流動への配慮も殆ど必要とならない。景観面でも影
響は小さい。 

治水対策案の総合評価 

―     

治水目的では、③、④、⑤案はコストを含めた評価から現行ダム案に代わることは出来ないと判断する。また、②案は現行ダム案と同程度と考えられる。 

 

△ △△△ 

×××

△ ×△ ×

△ ×××

△ ×× ×

× × × ×

△ 

△ △ △ ○

△△△△ 
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 ② 新規利水（克雪）及び流水の正常な機能の維持対策案 

 ②-1 利水対策案の立案・抽出 

 「再評価実施要領細目」に示されている 14 の利水方策を参考に、複数の利水対策案を立案し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.1 利水対策案の抽出 

 

区分 方 策 
代替可能理由及び効果の定量性等 

評価コメント 

新規利水（克雪） 流水の正常な機能の維持 

代替可能理由及び効果

の定量性等のコメント 

抽

出 

代替可能理由及び効果の

定量性等評価コメント 

抽

出

検
証
対
象 

1 ダム 

現行案、又は利水単独ダムを設置する

ことにより補給が可能となる。 

現行案、または利水単

独ダムを設置すること

により克雪用水の確保

が可能となる。 

○ 

新規利水と同じ 

○

供
給
面
で
の
対
応 

（
河
川
区
域
内
） 

5
河道外貯留 

施設 

沢山川合流点から JR 信越線までの間

で河道外貯留施設を新設することで、

開発水量の確保が可能と見込まれる。 

沢山川合流点から JR 信

越線までの間で河道外

貯留施設を新設するこ

とで、克雪用水の確保

が可能と見込まれる。 

○ 

不特定用水の確保のため

に、受益地となる水田を犠

牲にする事は合理的な対

策とならない。 

×

6 ダム再開発 
近傍で利水のために再開発ができる

ダムがない 

 
 

 
 

7
他用途ダム 

容量買い上げ

多用途ダムとしては、正善寺ダムが候

補となるが、余剰容量はなく、代替の

可能性はない。 

 

 

 

 

供
給
面
で
の
対
応 

（
河
川
区
域
外
） 

8 水系間導水 

既に、水系外の桑取川、名立川から発

電のための導水を行っているが、増量

は困難であり、また、近傍河川で水量

に余裕のある河川はない。 

 

 

 

 

9 地下水取水 

上越地域平野部は地盤沈下対策地域

で、地下水取水が制限される。山間部

での規制はないが、山間部の帯水層は

狭小であり、採取できたとしても、河

川の表流水と一体となった伏流水の

取水となることが想定される。 

 

 

 

 

10 ため池 

ダム予定地付近にため池を築造する

ことで、開発水量の確保ができる可能

性がある。 

ダム予定地付近にため

池を築造することで、

克雪用水の確保ができ

る可能性がある。 

○ 

新規利水と同じ 

○

11 海水淡水化 
施設整備、運転コスト共に高く、また、

導水延長も長いことから不適。 

 
 

 
 

12 水源林の保全
効果をあらかじめ定量的に見込むこ

とができない。 

 
 

 
 

需
要
面
・
供
給
面
で
の
総
合
的
に
対
応
が
必
要
な
も
の 

13
ダム使用権等

の振替 

高田発電所の発電で利用された水は

儀明川支川の沢山川に放流されてい

る。発電用の調整池なども利用して、

必要な水量を確保するように発電す

ることができれば、開発水量が確保で

きる可能性がある。 

発電用の調整池で時間

的 な 調 節 を 行 う こ と

で、昼間のみ利用する

克雪用水が確保できる

可能性がある。 

○ 

発電用の調整池で時間的

な調節は可能であるが、一

定流量が必要な不特定用

水の確保には活用できな

い。 

×

14
既得水利の 

合理化・転用

関川で取水している工業用水は、現状

では契約水量に余裕があり、開発水量

に転用の可能性がある。しかし、河川

使用者（新潟県企業局）の転用は困難

との意見聴取を踏まえて棄却した。 

 

 

 

 

15
渇水調整の 

強化 

渇水被害の最小化に有効となること

があるが、安定的に必要量を確保する

方策ではない。 

 

 

 

 

16 節水対策 

農業用水路の漏水対策等を行うこと

で、水需要を抑制できる可能性がある

が、現時点で効果をあらかじめ定量的

に見込むことができない。（既設流雪

溝には抵抗を少なくする塗装が施さ

れている箇所もある。） 

    

17
雨水・中水 

利水 

雨水利用は、効果を定量的に見込むこ

とは困難である。下水処理水の活用

は、下水処理場が需要地から離れてい

ることから困難である。 

    

図 3.1 利水対策検討フロー 

利水参画者に対しダム事業参画継続の意志があるか、開発量とし
て何m3/s必要か確認し、その算出が妥当に行われているか確認

ダム事業者や水利使用許可者として有している情報に基づき可能
な範囲で代替案を検討

利水対策案を評価軸ごとに検討

利水対策案について総合的に評価

概略検討により、利水対策案を抽出

新規利水の観点からの検討

河川整備計画などで想定している目標と同程
度の目標を達成することを基本とした代替案を
検討

流水の正常な機能の維持の観点からの検討
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② -2 抽 出し た新 規利 水（ 克雪 ）対 策案 の概 要  

 

案  ①多 目的 ダム 案（ 現行 案）  ②利 水単 独ダ ム案 （新 規利 水）
③河 道外 貯留 施設 案  

（遊 水地 利用 案）  
④た め池 案  

⑤ダ ム使 用権 の振 替案  

（発 電運 用変 更案 ）  

概要  

儀 明 川 ダ ム に よ り 新 規 開 発 量 を

確保  

儀 明 川 ダ ム 地 点 に 利 水 単 独 ダ ム

を建 設し 、新 規開 発量 を確 保  

治 水 対 策 と し て 検 討 し て い る 遊

水 地 の 一 部 を 活 用 し 、 新 規 開 発

量を 確保  

た め 池 を 築 造 し 新 規 開 発 量 を 確

保  

高 田 発 電 所 の 調 整 池 を 活 用 し 、

発 電 運 用 を 調 整 し て 新 規 開 発 量

を確 保  

概要 図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

完成 まで

に要 する

費用  

・ダ ム： 0.7 億円  

（総 事業 費 238 億 円×新規 克雪

割合 0.3％ =0.7 億 円）  

ダム ：一 式  

導水 路： 分流 堰、 導水 トン ネル  

・利 水単 独ダ ム： 29 億円  

ダム ：一 式  

 

・ポ ンプ 設備 ： 1.1 億円  

ポン プ、 導水 ゲー ト  

 

・た め池 ： 7 億円  

ため 池（ 容量 4 万 m3）  

新 た な 施 設 整 備 は 不 要 だ が 、 協

議 に よ り 応 分 の 負 担 が 必 要 に な

ると 考え られ る。  

合計  約 0.7 億円  合計  約 29 億円  合計  約 1.1 億円  合計  約 7 億円  協議 によ る  
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②-3 目的別の総合評価（新規利水（克雪））【凡例 ［□：課題なし、対策不要   ：課題があり、対策（対応）が必要  ■：課題があり、対策（対応）が困難］、［○：現行案より有利  △:現行案と同程度  ×：現行案より不利］】 

評価軸 評価の考え方 ①多目的ダム案（現行案） ②利水単独ダム案（新規利水） ③河道外貯留施設案（遊水地利用案） ④ため池案 
⑤ダム使用権の振替案 

（発電運用変更案） 

①目標 

開発量の確保 □必要開発量 43200m3/日を確保できる。 □同左 □同左 □同左 □同左 

段階的効果確保の状況 ■施設完成まで効果は発現しない。 ■同左 ■同左 ■同左  調整が整えば早期に効果を発現する。 

利水効果の及ぶ範囲 □必要開発量を確保できる。 □必要開発量を確保できる。 □必要開発量を確保できる。 □必要開発量を確保できる。 □必要開発量を確保できる。 

水質の状況 □克雪用水として支障のない水質が得られる。 □同左 □同左 □同左 □同左 

評価軸毎の評価 ― 必要開発量を確保できる。 同左 同左 同左 

②コスト 

完成までに要する費用 0.7 
 

29
1.1 7 協議

維持管理費 0.1 11 0.3 2 〃

ダム中止に伴う費用 該当なし － 該当なし － 該当なし（百万円未満のため） － 該当なし（百万円未満のため） － 該当なし（百万円未満のため） － 

合計 約 0.8 億円 約 40 億円 約 1.4 億円 約 9 億円 －（協議による） 

評価軸毎の評価 治水、不特定を含むコスト 195 現行案に比べ高い。 現行案と同程度。 現行案に比べ高い。 
協議により応分の負担が考えられる。現行
案程度には収まると想定。 

③実現性 

土地所有者の協力見通し 
必要用地買収面積 59.7a のうち 59.4ha（99％）の買収が

済んでいる。物件補償は完了。 
□ダム事業で買収が済んでいる。物件補
償は完了。 

優良農地である上、現行ダム事業への用地
協力経緯から困難が予想される。 

□ダム事業で買収が済んでいる。物件補償は完
了。 

□土地の買収は必要なし。 

河川使用者との調整見通し □調整は特になし。 □調整は特になし。 
河川管理者との協議が必要。(遊水地が治水

対策案となることが前提) □調整は特になし。 
■新潟県企業局、上越市(上水道)、二級河川
使用者との調整が必要だが、難航が予想され
る。 

その他関係者との調整見通
し 

□特に問題はない。 
■上越市(克雪用水)の費用分担が大き
くなり、調整は困難と想定される。 

橋梁の架け替えや堰の改築が必要となるた
め、各管理者との調整が必要。 

■上越市(克雪用水)の費用分担が大きくなり、
調整は困難と想定される。 

新潟県企業局、売電先の東北電力との調整
が必要。 

事業期間 
■最短で 7 年の期間が必要。県の予算の状況によって長期
化が予想される。 

 期間は上越市の判断による。 ■治水での評価で遊水地案はダム案よりコス
ト高のため現行案以上の期間が必要。 

期間は上越市の判断による。 
■合意形成が長期化することが予想される。

法制度上の実現性 □法制度上の問題はない。 □同左 
下流遊水地予定地は都市計画変更が必要。

□法制度上の問題はない。 □同左 

技術上の実現性 □技術的観点からの問題はない。 □同左 □同左 □同左 □同左 

評価軸毎の評価 ― 市の負担が大きい。 
市の負担が大きくなるほか、土地所有者、
関係者との調整が整わない可能性がある。
治水対策で遊水地案は不利。 

市の負担が大きい。 関係者調整の難航が予想される。 

④持続性 
将来への持続可能性 

定期的な点検・測量と維持・補修により持続可能 定期的な点検・測量と維持・補修によ
り持続可能。 

定期的な点検・維持管理により持続可能 定期的な点検・維持管理により持続可能。 発電調整池としての役割が変化する場合に
対応できなくなる可能性がある。 

評価軸毎の評価 ― 
適正な維持管理により持続は可能で
ある。 

同左 同左 同左 

⑤地域社

会への影

響 

事業地・周辺への影響 
□家屋移転も発生しないことから地域の経済活動・まちづ
くりに与える影響は小さい。 

□家屋移転も発生しないことから地域
の経済活動・まちづくりに与える影響は
小さい。 

計画地に道路と鉄道高架が位置するため、
影響を抑えるための対策が必要。 

□家屋移転も発生しないことから地域の経済活
動・まちづくりに与える影響は小さい。 

□影響はほとんどない。 

地域振興に対する効果 
□ダムサイトは人家に近く、交通の便が良いので、観光拠
点の一つとして、地域振興が期待される。 

□ダム周辺地の環境整備により公園等
としての利用が可能。 

■地域振興の効果はなし。 
□ため池により創出される水辺が、地域の憩い
の場となる可能性がある。 

■地域振興の効果はなし。 

地域間の利害への配慮 
□ダム地点は受益地と近く、いわゆる上下流問題は発生し
ない。 

□ダム地点は受益地と近く、いわゆる上
下流問題は発生しない。 

□遊水地は受益地と近く、いわゆる上下流問
題は発生しない。 

□ため池は受益地と近く、いわゆる上下流問題
は発生しない。 

他水系（二級河川桑取、名立川等）から取
水した水を利用することで水系間バランスの
問題が生じる。 

評価軸毎の評価 ― 
現行ダム予定地内での計画であり、影
響は変わりない。 

計画地には、幹線道路や新幹線が位置し、
工事による影響が懸念される。 

現行ダム予定地内での計画であり、影響は変
わりない。 

水系間バランスの問題が生じる。 

⑥環境へ

の影響 

水環境への影響（水量・水質） 

流量変化が小さくなるが、現段階ではその影響を定量的
に評価することはできない。 

洪水後の濁水長期化等が懸念されるが、濁水防止フェン
スの設置や取水方法の対応などにより対応可能。 

同左 
 

同左 
□水量・水質への影響は少ないと考えられる。 □同左 □水量・水質への影響はほとんどない。 

地下水、地盤沈下への影響 
□建設予定地は山間部であり、地下水、地盤沈下への影響
は小さいと考えられる。 

□同左 □地下水位の上昇をもたらし、地盤沈下の軽
減に寄与する可能性がある。 

□現行案と同じ｡ □地下水等への影響はほとんどない。 

自然環境全体への影響 
動植物は部分的に減少するが、影響は小さい。 
生態系への影響も懸念されるため、必要により調査を行

い、対策を検討する必要がある。 

同左 
 

同左 

水田を生息場としている動植物の生息環境
を損なう恐れがあることから、事前調査や対
策が必要となる。 

□ため池規模は小さいため、動植物への影響は
小さいと考えられる。 

□生態系への影響はほとんどない。 

土砂流動の変化と影響 
経年の河床変動の動向について調査して行く。 ダム規模も小さく洪水調節を行わな

いことから影響は小さいと考えられる。
河床変動に対する影響が懸念される。 

□土砂流動への影響は小さい。 □土砂流動への影響は小さい。 □土砂流動への影響はほとんどない。 

景観、野外活動への影響 
□湖面を活かした利用が期待される。 □新たな景観の創出ができる。 現況の田園風景が消失するが、冬期は新た

な水辺空間となる。 
□規模が小さく、景観への影響は小さいと考え
られる。 

□景観への影響はほとんどない。 

評価軸毎の評価 ― 
現行案に比べ規模が小さいが、同種の
影響が懸念される。 

水田の環境を損なう可能性がある。 支渓に築造され、規模も小さく、現行案より
は影響は小さい。 

現状と変わりなく、影響は小さい。 

新規利水（克雪） 
対策案の総合評価 

－     

克雪目的としては、②、③、④案は現行案に比べて不利である。⑤案は関係者との課題はあるものの可能性として残す意味で同程度と判断する。 

 

○

△ × △ △ 

△ △ ○ 
× × × △

△ △ △△ 

△ △ 

× × × × 

△ △ △ △ 

× ×
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② -4 抽 出し た流 水の 正常 な機 能維 持対 策案 の概 要  

 

案  ①多 目的 ダム 案（ 現行 案）  ②利 水単 独ダ ム案 （流 水の 正常 な機 能の 維持 ）  ③た め池 案  

概要  
儀 明 川 ダ ム に よ り 、 流 水 の 正 常 な 機 能 の 維 持 と 増 進

を図 る。  

利水 単独 ダム を建 設し、流水 の正 常な 機能 の維 持と 増

進を 図る 。  

ため 池を 築造 し、流 水の 正常 な機 能の 維持 と増 進を 図

る。  

概要 図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

完成 まで

に要 する

費用  

・ダ ム： 11.9 億円  

（ダ ム残 事業費 165.7 億円×河川 割合 99.7％  

×流水の 正常 な機 能の 維持 割合 7.2％ =11.9）  

ダム ：一 式  

導水 路： 分流 堰、 導水 トン ネル  

・利 水単 独ダ ム（ 流水 の正 常な 機能 の維 持）：34 億円

ダム ：一 式  

・た め池 ： 28 億 円  

ため 池： 一式  

 

合計  約 12 億円  合計  約 34 億円  合計  約 28 億円  
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 ②-5 目的別の総合評価（流水の正常な機能の維持）【凡例 ［□：課題なし、対策不要   ：課題があり、対策（対応）が必要  ■：課題があり、対策（対応）が困難］、［○：現行案より有利  △:現行案と同程度  ×：現行案より不利］】 

評価軸 評価の考え方 ①多目的ダム案（現行案） ②利水単独ダム案（流水の正常な機能の維持） ③ため池案 

①目標 

 

開発量の確保 □正常流量を確保可能である。 □同左 □同左 

段階的効果確保の状況 ■施設が完成するまでは、効果は発現しない。 ■同左 ■同左 

利水効果の及ぶ範囲 □ダム地点下流、沢山川で効果を発揮する。 
ダム地点下流で効果を発揮する。(沢山川への補給はしない。) 同左 

水質の状況 
□不特定補給に支障のない水質が得られる。 □同左 

□同左 

評価軸毎の評価 ― 儀明本川の正常流量の確保ができる。 同左 

②コスト 

 

完成までに要する費用 12 34 28 

維持管理費 2 12 7 

ダム中止に伴う費用 該当なし － 該当なし － 
現場の回復（調査横抗の閉塞等）、施工途中の生活再
建工事（付替道路の完成） 

0.2 

合計 約 14 億円 約 46 億円 約 35 億円 

評価軸毎の評価 ― 現行案に比べ高い。 同左 

③実現性 

 

土地所有者の協力見通し 
必要用地買収面積 59.7a のうち 59.4ha（99％）の買収が済んでいる。物件補償

は完了。 
□ダム事業で買収が済んでいる。物件補償は完了。 

 ダム事業で一部を除き買収が済んでいる。物件補償は完了。 

河川使用者との調整見通し（水利権量） □調整は特になし。 □同左 □同左 

その他関係者との調整見通し □特に問題はない。 
現ダム参画予定の上越市との調整が必要。 

■地元から不特定単独施設の要望はない。 
同左。 

■同左。 

事業期間 ■最短で 7年の期間が必要。県の予算の状況によって長期化が想定される。 ■最短で 4年の期間が必要。県の予算の状況によって長期化が想定される。 
■最短で 3 年の期間が必要。県の予算の状況によっては長期化が
想定される。 

法制度上の実現性 □法制度上の問題はない。 □同左 □同左 

技術上の実現性 
□技術的観点からの問題はない。 □同左 

□同左 

評価軸毎の評価 ― 
一般にダム事業以外では流水の正常な機能の維持の確保は行っておらず、単独施設
としての要望はないため、地元理解が得られにくい。 

同左 

④持続性 
将来への持続可能性 

施設の定期的な点検・測量と維持・補修により持続可能。 同左 同左 

評価軸毎の評価 ― 適切な維持管理により、持続可能である。 同左 

⑤地域社

会への影

響 

事業地・周辺への影響 
□用地買収はダム上流域の山林であり、河道改修に伴う家屋移転も発生しないこ
とから地域の経済活動・まちづくりに与える影響は小さい。 

□同左。 □同左。 

地域振興に対する効果 
□ダムサイトは人家に近く、交通の便が良いので、観光拠点の一つとして、地域
振興が期待される。 

□交通の便もよく、ダム周辺地の環境整備により公園等としての利用が可能。 
□ため池により創出される水辺が、地域の憩いの場となる可能性
がある。 

地域間の利害への配慮 
□ダム地点は受益地と近く、いわゆる上下流問題は発生しない。 □同左。 

□同左。 

評価軸毎の評価 ― 現行案のダム建設予定地での計画であり、影響は現行案と同程度である。 同左。 

⑥環境へ

の影響 

水環境への影響（水量・水質） 

中小規模の洪水でも洪水調節を行うため流量変化が小さくなるが、現段階では
その影響を定量的に評価することはできない。 

水質については洪水後の濁水長期化や水温の変化が懸念されるが、濁水防止フ
ェンスの設置や取水方法の対応などにより対応可能。 

洪水調節は行わず、規模が小さいため、影響はあるものの小さいと考えられる。 
 
同左。 

□水量・水質への影響は小さいと考えられる。 

地下水、地盤沈下への影響 □建設予定地は山間部であり、地下水、地盤沈下への影響は小さいと考えられる。 □同左。 □同左。 

自然環境全体への影響 

ダムサイトにおける水没及び伐採等の改変により、計画地とその周辺で動植物
は部分的に減少するが、影響は小さい。 

土砂移動による攪乱が減少することなどによる生態系への影響も懸念される
ため、必要により調査を行い、対策を検討する必要がある。 

同左。 
 
現行案に比べて影響は小さいが、土砂移動による攪乱が減少することなどによる生

態系への影響も懸念されるため、必要により調査を行い、対策を検討する必要がある。 

規模はやや大きいが、動植物への影響は大きくないと考えられ
る。 

土砂流動の変化と影響 
ダムにより送流砂成分の流下が阻害され、河床変動に対する影響が懸念される

ため、経年の河床変動の動向について調査し、傾向を把握して行く必要がある。
ダム規模も小さく、洪水調節を行わないことから影響は小さいと考えられるが、ダ

ムにより送流砂成分の流下が阻害され、河床変動に対する影響が懸念される。 
□土砂流動への影響は小さい。 

景観、野外活動への影響 
□ダム周辺の整備とあわせ、ダム築造により形成される湖面を活かした利用が期
待される。 

□貯水池周辺の環境整備により、ダム湖を伴う新たな景観の創出ができる。 
□規模は小さく、景観への影響は小さいと考えられる。 

評価軸毎の評価 ― 
貯水池の規模が小さく、洪水調節も行わないことから、現行案よりは影響が小さい
と考えられるが同種の影響が考えられる。 

貯水池の規模が小さく、洪水調節も行わないことから、現行案
よりは影響が小さい。 

流水の正常な機能維持対策案の総合評価 
－   

流水の正常な機能維持対策案として、コスト、実現性等の評価から現行ダム案に代わる案は無いと判断する。 

 

 

○ 

△ △ 

× × 

△ △

△ △

△

× ×

× ×
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４．検討の場の開催状況、意見聴取の実施状況 

（１） 新潟県公共事業再評価委員会 

  次のとおり「新潟県公共事業再評価委員会」の意見を聴取した。 

・ 聴取日：平成 23 年 9 月 26 日（平成 23 年度第 1 回 新潟県公共事業再評価委員会） 

・ 場所：興和ビル 10F 第 5 会議室 

 

 表 4.1 新潟県公共事業再評価委員会 委員（敬称略） 

氏 名 役職等 

秋山 三枝子 くびき野ＮＰＯサポートセンター理事長 

五十嵐 實 日本自然環境専門学校長 

今井 延子 農業法人(有)ビレッジおかだ取締役 

内山 節夫 (財）新潟経済社会リサーチセンター理事長 

◎ 大川 秀雄 新潟大学工学部教授 

  大塚 悟 長岡技術科学大学環境・建設系教授 

  岡田 史 新潟医療福祉大学社会福祉学部准教授 

  鷲見 英司 新潟大学経済学部准教授 

丸山 智 (社)新潟県商工会議所連合会副会頭(長岡商工会議所会頭) 

○ 森井 俊広 新潟大学農学部教授 

 

 

○主な意見 

・事業費において大幅な変更が予測された場合は、その情報が適切な時期に開示されることが望ま

しい。 

・災害時のリスクマネジメントを同時に考えなくてはいけない。ソフト面を強化し、ハード面の限

界を補ってもらわなければ不安が残るので充実した対応をお願いしたい。 

 

○ 委員会の意見 

 

 

 

※◎：委員長、○：委員長代理 

・ 県の対応方針どおり、ダム事業を継続する事が妥当である。  


